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営 業 報 告 書 

平成17年10月３日から 
平成18年３月31日まで 

 

Ⅰ．営業の概況 

１．営業の経過及び成果 

【当社グループの設立】 

 日本国内では企業買収ファンド、投資ファンド、企業再生

ファンド等の台頭、個人投資家の増加等により、企業を取巻く

環境が変化し、株主と企業は、従来と異なる新たな絆で結ばれ

ようとしております。今後は、国際間における株式交換制度が

導入され、外国企業による日本企業買収が可能となり、個別企

業の国際競争力が必要不可欠な環境となることが予測されます。 

 こうした状況のもと、経営基盤を強固にしつつ、グループ価

値を高めていくにはより機動的な組織体制を構築する必要があ

るとの判断により、平成17年６月29日開催の株式会社エスコム

の定時株主総会において株主の皆様にご承認をいただき、同年

10月３日、当社は株式移転により設立いたしました。 

 当社グループは、法令を遵守し、ステークホルダーの皆様に

高い満足度を提供することを目的として業務を推進することを、

経営理念としております。 

 

【当連結会計年度のグループの業績】 

 当連結会計年度における当社グループの事業の状況は次のと

おりであります。（なお、当社ジェイ・エスコムホールディン

グス株式会社は平成17年10月３日に設立しておりますが、当社

グループの業績に係わる、売上高、経常損益、当期純損益の計

数に関しては、平成17年４月１日を期首として企業結合が行わ

れたとみなし、当連結会計年度は平成17年４月１日から平成18

年３月31日までの期間で記載しております。） 

 

(          )
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≪教材部門／株式会社エスコム≫ 

 当社の教材部門は、ゆとり教育を標榜した平成14年度の学習

指導要領改訂以降、子供たちの個性を重視した教育への多様化

等民間教育産業への需要は変化のきざしが見え始めるものの、

一方で特定商取引法の改正により訪問販売等の販売を取巻く環

境は予断を許さない状況となっております。更に、当期は平成

18年度より中学校教科書の改訂が実施される事から、平成14年

度版教科書に準拠した教材販売の最終年度でもあり、教材のラ

イフサイクルが一時的に縮小することによる買控え事情もあり

厳しい事業環境となりました。その結果、売上高は２億12百万

円（前期比62.4％減）となりました。 

≪商事部門／株式会社エスコム≫ 

 当社の商事部門は、株式会社大塚商会との業務提携に基づく

「通信販売事業」分野での商材販売において、売上が伸び悩む

中、リピータ顧客の囲い込みを行うことで業績拡大を目指しま

したが、新規事業立上げに伴う先行投資の枠を脱するには、未

だ時間を必要とする状況でありました。その結果、思うように

業績は伸びず大幅に減少し売上高が７百万円（前期比78.2％

減）となりました。来期に向けての準備のため、メロスグルー

プとの業務提携による新商材販売を目的として、新たな体制・

基盤を構築してまいります。 

 

 上記の結果、教材部門、商事部門を担当する株式会社エスコ

ムの当期の業績は、売上高が２億19百万円（前期比63.3％減）、

経常損失は４億23百万円（前期経常損失３億66百万円）、当期

純損失は５億92百万円（前期当期純損失８億88百万円）となり

ました。 

 

≪衛星放送事業／株式会社インストラクティービー≫ 

 当社の衛星放送事業は、スカイパーフェクＴＶとの共同によ

る視聴者の獲得、全国のケーブルテレビ局へ衛星放送番組を配

信する営業、チャンネル空き時間の有効活用化などに取組みま

したものの、プラットホームであるスカイパーフェクＴＶの視

聴者数全体が伸び悩み、更に従来のテレビ、衛星放送・ケーブ

ルテレビに加え地上デジタルやブロードバンドによるインター



 

－  － 
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ネットの普及に伴うメディアの多様化の背景等から、衛星放送

視聴者の新規確保は厳しい状況が続きました。上記の結果、視

聴者数の減少及びそれに伴う視聴者への教材販売の減少等が影

響し、当期の業績は、売上高が５億89百万円（前期比1.7％

減）、経常損失は18百万円（前期経常損失14百万円）、当期純

損失は56百万円（前期当期純損失14百万円）となりました。 

 以上の結果、平成18年３月期における、当社グループの業績

は連結売上高８億８百万円、連結営業損失４億65百万円、連結

経常損失５億16百万円、連結当期純損失６億90百万円となりま

した。 

 

【当社の業績】 

 当期は、平成17年10月に持株会社を設立し、当社グループの

基盤構築を行いました。当社は、グループ戦略の立案を行い、

経営資産を有効に活用し、企業価値の向上を図ってまいりまし

た。 

 その結果、当社の業績は、売上高12百万円、経常損失79百万

円、当期純損失80百万円となりました。 

 

２．設備投資及び資金調達の状況 

(1) 設備投資の状況 

 特記すべき事項はありません。 

(2) 資金調達の状況 

 平成17年12月９日払込の第三者割当による新株式発行によ

り、総額７億50百万円（１株当たり発行価額194円）を調達

いたしました。 

 

３．会社が対処すべき課題 

 第２期連結会計年度は、平成18年４月に策定した事業計画書

に基づき、事業の再構築のため、当社グループが保有している

「経営資源（ヒト・モノ・カネ・情報・ノウハウ）」を明確に

し、「事業の選択と集中」を合言葉に、目標達成のためグルー

プ一丸となって企業価値の向上を図ってまいります。 

 株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援ご

鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。 



 

－  － 
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①≪当社グループ事業≫ 

・新たな業務提携、資本提携の積極推進 

 当社グループは業務提携、資本提携を通じ、積極的な経営を

目指すと同時に、子会社事業を有機的に活用し、相乗効果を創

出できる体制作りを推進してまいります。 

 

②≪株式会社エスコム≫ 

・教材部門の拡大・強化の推進 

 平成18年度の教科書改訂に伴い新教材の販売を開始し、教科

書準拠教材「ファーストゼミ」を中心に、新教材のラインナッ

プを行うとともに、いわゆる「ゆとり教育」の見直しによる教

育出版市場の活性化により売上高の拡大を目指し、コンプライ

アンスを重視した販売体制の再構築と、代理店とのパートナー

シップに基づく連携強化、更には従来問い合わせ対応等に終始

していた直接消費者との窓口を中心に、コンサルティングに特

化した直販体制を確立し収益率の増大を目指してまいります。 

 

・商事部門の拡充と新規事業の展開 

 平成18年３月31日のメロスグループとの業務提携により化粧

品という新商材を加えることにより、当社の販売網である代理

店を活用し、追加コストを抑えたうえでの売上拡大を目指して

まいります。 

 

③≪株式会社インストラクティービー≫ 

・保有メディアの活用と関連企業とのタイアップ 

 衛星放送事業における視聴者増加及びケーブルテレビ各局に

対する営業強化と併せて、当社が保有するメディアの特性を活

かした、他教育関連企業とのタイアップを推し進め収益率の増

大を図ります。 



 

－  － 
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４．営業成績及び財産の状況の推移 

(1) 企業集団の営業成績及び財産の状況の推移 

区 分 
第１期

(連結会計年度)
(平成18年３月期)

売 上 高(百万円) 808

経 常 損 失(百万円) 516

当 期 純 損 失(百万円) 690

１株当たり当期純損失（ 円 ） 11.55

総 資 産(百万円) 1,252

純 資 産(百万円) 991

（注）１．第１期（連結会計年度）につきましては、「１．営業の経過

及び成果」に記載のとおりであります。 

２．当社は、平成17年10月３日設立のため、前年度以前について

の計数はありません。なお、当期の連結会計年度は、平成17

年４月１日から平成18年３月31日までであります。 

３．１株当たり当期純損失は、期中の平均発行株式数により算出

しております。 

 

(2) 当社の営業成績および財産の状況の推移 

区 分 
第１期
(当 期)

(平成18年３月期)

売 上 高(百万円) 12

経 常 損 失(百万円) 79

当 期 純 損 失(百万円) 80

１株当たり当期純損失( 円 ) 1.34

総 資 産(百万円) 1,275

純 資 産(百万円) 1,231

（注）１．第１期（当期）につきましては、「１．営業の経過及び成

果」に記載のとおりであります。 

２．当社は、平成17年10月３日設立のため、前年度以前について

の計数はありません。なお、当期の会計年度は、当社設立の

日から平成18年３月31日までであります。 

３．１株当たり当期純損失は、期中の平均発行株式数により算出

しております。 

 



 

－  － 
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Ⅱ．会社の概況（平成18年３月31日現在） 
１．主要な事業内容 

会 社 主 要 な 業 務 

ジ ェ イ ・ エ ス コ ム 
ホールディングス株式会社 

グループ全体の戦略立案、子会社の管理、
コンサルティング業務 

株 式 会 社 エ ス コ ム 教材部門、商事部門 

株式会社インストラクティービー 衛星放送事業 

 

２．主要な事業所 

会 社 名 区 分 所 在 地 

ジ ェ イ ・ エ ス コ ム
ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社

本 社 東京都港区 

株 式 会 社 エ ス コ ム 本 社 東京都千代田区 

株式会社インストラクティービー 本 社 東京都港区 

 

３．株式の状況 

(1) 株式数 

① 会社が発行する株式の総数 普通株式 229,320,000株 

② 発行済株式の総数     普通株式 61,198,906株 

当期中の発行済株式総数の増加 

第三者割当により発行した株式数   普通株式 3,868,000株 

(2) 株主数 6,182名 

(3) 大株主（上位10位） 

当社への出資状況 当社の大株主への出資状況
株 主 名 

持 株 数 議決権比率 持 株 数 出資比率

千株 ％ 千株 ％
ジャック・ターゲット
フ ァ ン ド １ 号 4,000 6.59 － － 

大阪証券金融株式会社(業務口) 2,643 4.35 － － 

株式会社イー・プレイヤーズ 2,500 4.12 － － 

株 式 会 社 ジ ャ ッ ク 2,200 3.62   

藤 井 厚 史 1,500 2.47 － － 

JIターゲットファンド２号 1,500 2.47 － － 

株 式 会 社 大 塚 商 会 1,500 2.47 － － 

JIテクノロジーファンド 800 1.32 － － 

カセイスバンクルクセンブル
グクライアントアカウント 

645 1.06 － － 

株 式 会 社 明 日 香 634 1.04 － － 

(4) 自己株式の取得、処分等及び保有の状況 

 該当事項はありません。 



 

－  － 
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４．新株予約権の状況 

 現に発行している新株予約権 

発 行 決 議 の 日 平成14年12月９日
第１回新株予約権

平成15年９月22日
第３回新株予約権

平成16年10月29日
第４回新株予約権

新株予約権の数(個) 16,500 4,000 1,000

新株予約権の目的と
な る 株 式 の 種 類 

普通株式 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的と
なる株式の数(株) 

16,500,000 4,000,000 1,000,000

新株予約権の発行価額(円)／個 2,000 無償 無償 

（注）当社は、平成17年10月３日に設立され、設立以前に発行された新

株予約権は、平成17年６月29日の株式会社エスコムの定時株主総

会で承認されたとおり、株式会社エスコムで発行済の新株予約権

を当社が承継しております。 

 

５．従業員の状況 

① 企業集団の状況 

区 分 従 業 員 数 前期末比較増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

合 計 15名 － 37歳６ヶ月 ３年２ヶ月

（注）１．従業員数には、従業員兼務取締役及びアルバイトは含まれて

おりません。 

２．当期が第１期のため、前期末比較増減の数値はありません。 

 

② 当社の従業員の状況 

区 分 従 業 員 数 前期末比較増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

合 計 ４名 － 45歳２ヶ月 ６ヶ月 

（注）１．従業員数には、従業員兼務取締役及びアルバイトは含まれて

おりません。 

２．当期が第１期のため、前期末比較増減の数値はありません。 

 



 

－  － 
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６．企業結合の状況 

(1) 重要な子法人等の状況 

会社名 資本金 議決権比率 主要な事業内容 

株式会社

エスコム
4,386百万円 100％ 

小・中学校学習教

材、高校・大学受験

教材、家庭教師用教

材の制作・販売。 

事務用品の制作・販

売、カタログ販売。

事務用品の通信販売

事業。 

株式会社 

インストラク

ティービー 

240百万円 

－ 

（100％）

(下記：注)

デジタル衛星放送に

よる中学生向け学習

講座の制作・編集・

放送。 

（注）株式会社インストラクティービーは、当社子会社である株式会社

エスコムが株式を100％保有する連結完全子会社であります。従

いまして、株式会社インストラクティービーの議決権比率は、当

社子会社が保有する議決権の状況となります。 

(2) 企業結合の成果 

 当期の連結売上高は８億８百万円、連結経常損失は５億

16百万円、連結当期純損失は６億90百万円となりました。

なお、連結子法人等は、上記２社であります。 

 



 

－  － 
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７．主要な借入先 

 該当事項はありません。 

 

８．取締役及び監査役 

地  位 氏  名 担当または主な職業 

代表取締役会長 丁  廣 鎮  

代表取締役社長 名 原 健 治 営業推進担当 

取 締 役 丁  秀 鎮  

取 締 役 米 持 貴 史  

取 締 役 宗 田 こずえ 業務管理統括担当 

常 勤 監 査 役 小 澤 文 秀  

監 査 役 牧 野 完 治  

監 査 役 関 口  博 関口博法律事務所代表 

（注）１．取締役米持貴史氏は、平成18年２月24日開催の臨時株主総会

において新たに選任され就任いたしました。 

２．監査役小澤文秀氏、牧野完治氏、関口博氏は旧・株式会社の

監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項に定め

る社外監査役であります。 

 



 

－  － 
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９．会計監査人に対する報酬等の額 

(1) 当社及び当社の子法人等が会計監査人に支払うべき報酬

等の合計額 10百万円 

(2) 上記(1) の合計額のうち、公認会計士法第２条第１項の

業務の対価として支払うべき合計額 10百万円 

(3) 上記(2) の合計額のうち、当社が会計監査人に支払うべ

き会計監査人としての報酬の額 ２百万円 

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、旧・商法特例法

に基づく監査と証券取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明

確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、合計額

を記載しております。 

 

Ⅲ．決算期後に生じた会社の状況に関する重要な事実 

中国法人向けオフイス消耗品の通信販売事業展開について 

 当社の完全子会社である株式会社エスコムは、株式会社大塚

商会及び株式会社エヌ・エヌ・エーとの業務提携により、中国

法人向けオフイス消耗品の通信販売事業を展開するため、合弁

新会社「達楽美爾（上海）商貿有限公司」（たのめーる・チャ

イナ）を中国上海市に設立することを３社間で合意し、現地当

局より平成18年４月11日付で営業許可証が発行されております。 

 営業許可証の発行により、３ヶ月以内に株式会社エスコム及

び株式会社エヌ・エヌ・エーが資本金の払込みをおこなう事に

より営業活動の開始が可能となりました。 

 

 



 

－  － 
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 貸 借 対 照 表  
 （平成18年３月31日現在） 

 （単位：千円）

 科 目 金 額 科 目 金 額

（ 負 債 の 部 ）

流動負債 43,716

未 払 金 7,917

未 払 費 用 1,084

未 払 法 人 税 等 1,543

預 り 金 170

新 株 予 約 権 33,000

負 債 合 計 43,716

（ 資 本 の 部 ）

資本金 875,196

資本剰余金 436,864

資 本 準 備 金 436,864

利益剰余金 △80,202

当期未処理損失 80,202

（ 資 産 の 部 ）

流動資産 

現 金 及 び 預 金

前 払 費 用

そ の 他

固定資産 

投資その他の資産

子 会 社 株 式

713,906

711,189

152

2,564

561,668

561,668

561,668

資 本 合 計 1,231,857

資 産 合 計 1,275,574 負債・資本合計 1,275,574



 

－  － 
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 損 益 計 算 書  
 

平成17年10月３日から 

平成18年３月31日まで 

  （単位：千円）

 
科 目 金 額 

営 業 収 益 12,000

売 上 高 12,000

営 業 費 用 38,188

販売費及び一般管理費 38,188

営

業

損

益

の

部 営 業 損 失 26,188

営 業 外 費 用 53,618

新 株 発 行 費 27,086

株 式 上 場 費 用 3,000

営
業
外
損
益
の
部 創 立 費 償 却 23,531

経

常

損

益

の

部 
経 常 損 失 79,806

税 引 前 当 期 純 損 失 79,806

法人税、住民税及び事業税 395

当 期 純 損 失 80,202

当 期 未 処 理 損 失 80,202

（        ） 



 

－  － 
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１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

 当期において、26百万円の営業損失を計上し、当期末の欠損金

は80百万円となっております。当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が生じております。 

 当社は、当該状況を解消すべく、平成18年４月策定の事業計画

書に基づき、子会社からのコンサルティング収入の増加等による

売上拡大を見込んでおります。 

 更に、当社は業務提携、資本提携を積極的に推し進めることに

より、利益の追求を行って営業損益の黒字化と欠損金の解消を図

る所存です。 

 財務面におきましては、平成17年12月に第三者割当増資を実施

し、自己資本比率が96.6％となり、当面の資金繰りについて支障

はありません。 

 計算書類及び附属明細書は、継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な疑義の影響を計算書類及び附属明細書に

は反映しておりません。 

 

２．重要な会計方針 

(１)有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式…………移動平均法による原価法によっております。 

(２)繰延資産の処理方法 

新株発行費………支出時に全額費用として処理しております。 

創 立 費………支出時に全額費用として処理しております。 

(３)消費税等の処理方法 

税抜方式によっております。 

 

３．記載金額の単位 

記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

４．貸借対照表の注記 

(１)子会社に対する短期金銭債務………………… 2,426千円 

(２)発行済株式総数         普通株式 61,198,906株 

(３)資本の欠損……………………………………… 80,202千円 

 

５．損益計算書の注記 

(１)子会社との取引 

売上高……………………………………………… 12,000千円 

(２)１株当たり当期純損失………………………… 1円34銭 

 



 

－  － 
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６．税効果関係の注記 

(１)繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

税務上の繰越欠損金………………………… 34,396千円 

その他………………………………………… 502千円 

繰延税金資産小計…………………………… 34,899千円 

評価性引当額………………………………… △34,899千円 

繰延税金資産合計…………………………… －千円 

(２)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重

要な差異があるときの、当該差異の原因となった重要な項目別の

内訳については、税引前当期純損失が計上されているため記載し

ておりません。 

 



 

－  － 
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 損 失 処 理  
 
 （単位：円）

科 目 金 額 

当 期 未 処 理 損 失 80,202,393 

これを次のとおり処理します  

次 期 繰 越 損 失 80,202,393 

 



 

－  － 
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会計監査人の監査報告書 謄本 

 独立監査人の監査報告書  
平成18年５月26日

ｼﾞｪｲ･ｴｽｺﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社 

取締役会 御中 

あ ず さ 監 査 法 人 
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 潮 来 克 士 
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 寺 田 昭 仁 
  

 当監査法人は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する
法律」第２条第１項の規定に基づき、ジェイ・エスコムホールディ
ングス株式会社の平成17年10月３日から平成18年３月31日までの第
１期営業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、営
業報告書（会計に関する部分に限る。）及び損失処理案並びに附属
明細書（会計に関する部分に限る。）について監査を行った。な
お、営業報告書及び附属明細書について監査の対象とした会計に関
する部分は、営業報告書及び附属明細書に記載されている事項のう
ち会計帳簿の記録に基づく記載部分である。この計算書類及び附属
明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場
から計算書類及び附属明細書に対する意見を表明することにある。
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算
書類及び附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な
保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、
経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって
行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及び附属明細書
の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と
して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。なお、
この監査は、当監査法人が必要と認めて実施した子会社に対する監
査手続を含んでいる。 
 
 監査の結果、当監査法人の意見は次のとおりである。 
(1) 貸借対照表及び損益計算書は、法令及び定款に従い会社の財産

及び損益の状況を正しく示しているものと認める。 
(2) 営業報告書（会計に関する部分に限る。）は、法令及び定款に

従い会社の状況を正しく示しているものと認める。 
(3) 損失処理案は、法令及び定款に適合しているものと認める。
(4) 附属明細書（会計に関する部分に限る。）について、商法の規

定により指摘すべき事項はない。 
 
追記情報 
１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当期にお

いて、26百万円の営業損失を計上し、当期末の欠損金は80百万
円となっている。当該状況により継続企業の前提に関する重要
な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注
記に記載されている。計算書類及び附属明細書は継続企業を前
提として作成されており、このような重要な疑義の影響を計算
書類及び附属明細書には反映していない。 

２．営業報告書に記載されている後発事象は、次期以後の会社の財
産又は損益の状態に重要な影響を及ぼすものである。 

 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の
規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上



 

－  － 
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監査役会の監査報告書 謄本 

 監 査 報 告 書  
 当監査役会は、平成17年10月３日から平成18年３月31日
までの第１期営業年度における取締役の職務の執行に関し
て、各監査役から監査の方法および結果の報告を受け、協
議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたし
ます。 
１．監査役の監査の方法の概要 
 各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分
担等に従い、取締役会その他重要な会議に出席するほか
取締役等から営業の報告を聴取し、重要な決裁書類等を
閲覧し、本社および主要な営業所において業務および財
産の状況を調査し、必要に応じて子会社から営業の報告
を求めました。 
 また、会計監査人から随時報告および説明を受け、計
算書類および附属明細書につき検討を加えました。 
 取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、
会社が行った無償の利益供与、子会社または株主との通
例的でない取引ならびに自己株式の取得および処分等に
関しては、上記の監査の方法のほか、必要に応じて取締
役等から報告を求め、当該取引の状況を調査いたしまし
た。 

２．監査の結果 
（1） 会計監査人 あずさ監査法人の監査の方法および結

果は相当であると認めます。 
（2） 営業報告書は、法令および定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。 
（3） 損失処理に関する議案は、会社財産の状況その他の

事情に照らし指摘すべき事項は認められません。 
（4） 附属明細書は、記載すべき事項を正しく示してお

り、指摘すべき事項は認められません。 
（5） 取締役の職務遂行に関する不正の行為または法令も

しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
 なお、取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反
取引、会社が行った無償の利益供与、子会社または株主
との通例的でない取引ならびに自己株式の取得および処
分等についても、取締役の義務違反は認められません。

   平成18年６月１日 

ｼﾞｪｲ･ｴｽｺﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社 監査役会 
常勤監査役 小 澤 文 秀 

監 査 役 牧 野 完 治 

監 査 役 関 口  博 
  （注）監査役小澤文秀、監査役牧野完治及び監査役関口博は、旧・

株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第
１項に定める社外監査役であります。 

 



 

－  － 
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 連 結 貸 借 対 照 表  
 （平成18年３月31日現在） 

 （単位：千円）

 科 目 金 額 科 目 金 額

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 233,010

支払手形及び買掛金 96,661

１ 年 以 内 返 済
予定長期借入金

1,656

未 払 法 人 税 等 14,114

未 払 費 用 41,727

未 払 金 38,889

偶発損失引当金 6,245

新 株 予 約 権 33,000

そ の 他 716

固 定 負 債 27,877

長 期 借 入 金 2,824

そ の 他 25,053

負 債 合 計 260,888

（少数株主持分）

少数株主持分 －

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 875,196

資本剰余金 7,669,756

利益剰余金 △7,553,637

自 己 株 式 △61

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

た な 卸 資 産

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物

工 具 器 具 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

長 期 未 収 入 金

長 期 営 業 債 権

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,161,002

945,394

48,861

79,560

68,960

18,603

△377

91,139

24,319

73

1,245

23,000

240

66,580

7

17,203

9,240

20,360

56,342

4,224

△40,799 資 本 合 計 991,253

資 産 合 計 1,252,141 負債・少数株主持分
及 び 資 本 合 計 1,252,141



 

－  － 
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 連 結 損 益 計 算 書  
 

平成17年４月１日から 

平成18年３月31日まで 

  （単位：千円）

 
科 目 金 額 

営 業 収 益 808,935

売 上 高 808,935

営 業 費 用 1,274,186

売 上 原 価 509,751

販売費及び一般管理費 764,434

営

業

損

益

の

部 

営 業 損 失 465,250

営 業 外 収 益 7,585

受取利息及び配当金 860

為 替 差 益 1,454

技 術 指 導 料 4,348

雑 収 入 922

営 業 外 費 用 58,671

支 払 利 息 269

新 株 発 行 費 27,086

株 式 上 場 費 用 6,327

創 立 費 償 却 23,531

保 証 料 1,442

営

業

外

損

益

の

部 

雑 損 失 13

経

常

損

益

の

部 

経 常 損 失 516,336

特 別 利 益 2,340

前 期 損 益 修 正 益 2,240

償 却 債 権 取 立 益 100

特 別 損 失 171,832

固 定 資 産 除 却 損 3,166

固 定 資 産 売 却 損 409

長期前払費用償却 4,637

減 損 損 失 16,000

商 品 評 価 損 110,571

教 材 違 約 金 18,993

偶発損失引当金繰入額 6,245

特

別

損

益

の

部 

貸倒引当金繰入額 11,809

税金等調整前当期純損失 685,829

法人税、住民税及び事業税 4,278

当 期 純 損 失 690,107

（        ） 



 

－  － 
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Ⅰ．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

 当社グループは、当連結会計年度において、連結営業キャッシュフ

ローがマイナス３億36百万円となり、当連結会計年度に４億65百万円

の連結営業損失を計上した結果、多額の欠損金（75億53百万円）を計

上しております。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑

義が生じております。 

 連結計算書類作成会社である当社は、当該状況を解消すべく、平成

18年４月策定の事業計画書に基づき、当社グループの中核となる事業

会社の株式会社エスコムの営業収益力拡大と営業利益率の改善をもっ

て連結営業キャッシュフロー及び営業損益の黒字化を図ります。 

 具体的には主たる事業である教材部門において、平成18年度の教科

書改訂に伴う新商材のラインナップと、いわゆる「ゆとり教育」の見

直しによる教育出版市場の活性化により売上高の増加を見込んでおり、

従来と異なる物流体制と代理店との連携強化、きめ細かい直販体制の

確立によって営業利益率を高め、適正在庫水準を維持して営業キャッ

シュフローの改善に努めます。 

 商事部門においては、平成18年３月31日のメロスグループとの業務

提携による化粧品という新商材を加えることにより、当社の販売網で

ある代理店を活用し、追加コストを抑えたうえでの売上拡大を目指し

てまいります。 

 財務面におきましては、当社が平成17年12月に第三者割当増資を実

施し、自己資本比率が79.2％となり、当面の資金繰りについて支障は

ありません。 

 また、当社グループは業務提携、資本提携を通じ、積極的な経営を

目指すと同時に、子会社における減資に関して、実行に移すための準

備を進めており、多額の欠損金の解消に目処がついております。 

 連結計算書類は、継続企業を前提として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を連結計算書類には反映しておりません。 

 

Ⅱ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

 連結子法人等の数   ２社 

 連結子法人等の名称  株式会社エスコム 

株式会社インストラクティービー 

２．持分法の適用に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．連結子法人等の事業年度等に関する事項 

 連結子法人等の決算日は、連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの………移動平均法による原価法によっており

ます。 

②たな卸資産 

先入先出法による原価法によっております。 

 



 

－  － 
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(２)重要な減価償却資産の減価償却方法 

①有形固定資産………定率法を採用しております。なお、主な耐

用年数は以下のとおりであります。 

工具器具備品   ４～15年 

②長期前払費用………均等償却法を採用しております。 

③繰延資産 

新株発行費………支出時に全額費用として処理しております。 

創 立 費………支出時に全額費用として処理しております。 

(３)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金………売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

②偶発損失引当金……取引先との取引保証契約に基づき将来発生

する可能性のある偶発損失に備えるため、

合理的に算定された当社負担見込額を計上

しております。 

③退職給付引当金……従来、従業員の退職給付に備えるため「退

職給付に関する実務指針（中間報告）」

（日本公認会計士協会・会計制度委員会報

告 第13号 平成11年９月14日）に規定さ

れている「小規模企業等における簡便法」

のうち自己都合要支給額を計上しておりま

したが、平成17年９月30日をもって従業員

の退職給付制度（退職一時金制度）を廃止

しております。 

なお、上記退職給付制度の廃止に伴い退職

給付制度の廃止に伴う支給額と退職給付廃

止時点での自己都合要支給額との差額は生

じておりません。 

(４)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

わる方法に準じた会計処理によっております。 

(５)その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっておりま

す。 

(６)連結子法人等の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価

法を採用しております。 

 



 

－  － 
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Ⅲ．連結貸借対照表の注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額……………… 28,129千円 

２．当社の発行済株式数は、普通株式61,198,906株であります。 

３．連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式数は、普通株式

906株であります。 

４．担保資産 

担保に供している資産 

普通預金 35,797千円 

金融機関の支払保証に対して上記資産を担保に供しております。 

 

Ⅳ．連結損益計算書の注記 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額 

販売手数料……………………………………… 303,882千円 

支払手数料……………………………………… 198,683千円 

退職給付費用…………………………………… 170千円 

２．固定資産除却損の内訳 

建物付属設備…………………………………… 2,985千円 

工具器具備品…………………………………… 88千円 

機械装置………………………………………… 67千円 

ソフトウェア…………………………………… 24千円 

３．固定資産売却損の内訳 

建物付属設備…………………………………… 173千円 

工具器具備品…………………………………… 24千円 

電話加入権……………………………………… 210千円 

４．減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減

損損失を計上しました。 

場 所 用 途 種 類 金額(千円)

京都市山科 遊休資産 土地 8,000

新潟県湯沢市 遊休資産(保養所) 建物及び備品 4,577

東京都港区西新橋 事業用資産 建物付属設備 243

東京都港区西新橋他 事業用資産 電話加入権 3,179

 減損損失の算定にあたって、資産を遊休資産、事業用資産に区

分し、遊休資産については物件毎に、事業用資産については管理

上の区分に基づき各連結会社ごとに全社一体としてグループ化し

ました。 

 事業用資産の一部について、営業活動から生まれる損益が継続

してマイナスであり、早期の黒字化が困難と予想されるため帳簿

価額を回収可能価額まで減額しました。 

 遊休資産については今後の使用見込みがたたないため帳簿価額

を回収可能価額まで減額しました。 

 その結果、当連結会計年度において当該減少額を特別損失とし

て16,000千円計上しました。 

 尚、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定



 

－  － 
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しており、土地については不動産鑑定評価額により評価しており

ます。 

５．前期損益修正益 

過年度経費の修正…………………………… 2,240千円 

６．１株当たり当期純損失 11円55銭 

 

Ⅴ．連結税効果関係の注記 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

税務上の繰越欠損金………………………… 1,224,940千円 

貸倒償却自己否認…………………………… 444,208千円 

土地評価損否認……………………………… 181,860千円 

商品評価損否認……………………………… 252,910千円 

会員権評価損否認…………………………… 34,372千円 

投資有価証券評価損否認…………………… 36,493千円 

長期前払費用償却否認……………………… 29,284千円 

その他………………………………………… 46,876千円 

繰延税金資産小計…………………………… 2,250,946千円 

評価性引当額…………………………………△2,250,946千円 

繰延税金資産合計…………………………… －千円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重

要な差異があるときの、当該差異の原因となった重要な項目別の

内訳については税金等調整前当期純損失が計上されているため記

載しておりません。 

 

Ⅵ．決算期後に生じた会社の状況に関する重要な事実 

中国法人向けオフイス消耗品の通信販売事業展開について 

 当社の完全子会社である株式会社エスコムは、株式会社大塚商

会及び株式会社エヌ・エヌ・エーとの業務提携により、中国法人

向けオフイス消耗品の通信販売事業を展開するため、合弁新会社

「達楽美爾（上海）商貿有限公司」（たのめーる・チャイナ）を

中国上海市に設立することを３社間で合意し、現地当局より平成

18年４月11日付で営業許可証が発行されております。 

 営業許可証の発行により、３ヶ月以内に株式会社エスコム及び

株式会社エヌ・エヌ・エーが資本金の払込みをおこなう事により

営業活動の開始が可能となりました。 

 



 

－  － 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 

 独立監査人の監査報告書  
平成18年５月26日

ｼﾞｪｲ･ｴｽｺﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社 

取締役会 御中 

あ ず さ 監 査 法 人 
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 潮 来 克 士 
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 寺 田 昭 仁 
  

 当監査法人は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する

法律」第19条の２第３項の規定に基づき、ジェイ・エスコムホール

ディングス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日まで

の第１期営業年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表及び

連結損益計算書について監査を行った。この連結計算書類の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結

計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得る

ことを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討すること

を含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。なお、この監査は、当監査法

人が必要と認めて実施した子会社に対する監査手続を含んでいる。

 

 監査の結果、当監査法人は、上記の連結計算書類が、法令及び定

款に従いジェイ・エスコムホールディングス株式会社及びその連結

子法人等から成る企業集団の財産及び損益の状態を正しく示してい

るものと認める。 

 

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社グループ

は、当連結会計年度において、連結営業キャッシュフローがマ

イナス３億36百万円となり、当連結会計年度に４億65百万円の

連結営業損失を計上した結果、多額の欠損金（75億53百万円）

を計上している状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑

義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に

記載されている。連結計算書類は継続企業を前提として作成さ

れており、このような重要な疑義の影響を連結計算書類には反

映していない。 

２．連結計算書類の注記に記載されている後発事象は、次期以後の

会社及びその連結子法人等から成る企業集団の財産又は損益の

状態に重要な影響を及ぼすものである。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の

規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

（25）／ 2008/06/03 17:17（2008/06/03 17:17）／ 2k_06314079_04_os2ジェイエスコムホールディングス様_事報_連結貸借対照表_P.doc 

25

連結計算書類に係る監査役会の監査報告書 謄本 

 連結計算書類に係る監査報告書  

 当監査役会は、平成17年４月１日から平成18年３月31日

までの第１期営業年度の連結貸借対照表及び連結損益計算

書（以下「連結計算書類」という）に関して各監査役から

監査の方法および結果の報告を受け、協議の上、本監査報

告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

１．監査役の監査の方法の概要 

 各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分

担等に従い、連結計算書類について取締役等及び会計監

査人から報告および説明を受け、監査いたしました。 

２．監査の結果 

 会計監査人 あずさ監査法人の監査の方法および結果

は相当であると認めます。 

   平成18年６月１日 

ｼﾞｪｲ･ｴｽｺﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社 監査役会 
常勤監査役 小 澤 文 秀 

監 査 役 牧 野 完 治 

監 査 役 関 口  博 
  
（注）監査役小澤文秀、監査役牧野完治及び監査役関口博は、旧・

株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第

１項に定める社外監査役であります。 

以 上 
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株主メモ  
  

事 業 年 度 ４月１日から翌年３月31日まで 

 （当社は平成17年10月３日に設立されてお

り、第１期の単体ベースの会計数値は、平

成17年10月３日から平成18年３月31日まで

の期間で記載しております。また、連結

ベースの会計数値は、平成17年４月１日を

期首として企業結合が行われたとみなし、

平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

での期間で記載しております。） 

  

定 時 株 主 総 会 毎年６月 

  

基 準 日  

定時株主総会 ３月31日 

期 末 配 当 ３月31日 

中 間 配 当 ９月30日 

  

株主名簿管理人 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

（お問い合せ先） 〒137-8081 

 東京都江東区東砂七丁目10番11号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

 電話 0120－232－711（通話料無料） 

同 取 次 所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

公 告 の 方 法 電子公告の方法により行います。ただし、

電子公告によることができない事故その他

やむを得ない事由が生じた場合は、日本経

済新聞に掲載して行います。 

公告掲載ＵＲＬ http://www.j-escom.co.jp/

○株式関係のお手続き用紙のご請求は、次の三菱ＵＦＪ信託銀

行株式会社の電話及びインターネットでも24時間承っており

ます。 

電話（通話料無料） 0120－244－479（本店証券代行部） 

0120－684－479（大阪証券代行部） 

インターネットホームページ http://www.tr.mufg.jp/daikou/ 

○株券保管振替制度をご利用の株主様は、お取引口座のある証

券会社にご照会ください。 
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